
 

 
 

令和７年度当初予算（案）について 

 

小 山 町 長  込 山 正 秀 

 

国では「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」において、「我が国経済は、現

在、デフレから完全に脱却し、成長型の経済を実現させる千載一遇の歴史的チャンス

を迎えている。日本経済を成長型の新たなステージへと移行させていくことが、経済

財政運営における最重要課題となっている。」としています。 

小山町においても、昨年４月に消滅可能性自治体から脱却するなど、これまでの投

資が成果として表れており、令和６年度に引き続き、企業立地の進展や個人所得の上

昇などに伴う税収の増加が見込まれています。一方、資源価格の高止まりや物価上昇

に伴う物件費の増加傾向は継続しており、更に、民間賃金の引き上げを受けた人件費

の増加など経常経費の増額は避けられず、令和７年度予算編成は大変厳しいものとな

りました。 

このような中ではありますが、第５次総合計画に掲げる７つの基本目標及び政策提

言に対し、所属ごと事業の優先度を十分に検討した上で、全職員の創意工夫により、

“おやま、再稼働。”を“着実に進捗” する予算としました。 

一般会計の総額は１４８億８千万円と昨年度に引き続き大規模なものとなりまし

たが、持続可能な財政運営を考慮し削減可能な歳出を抑制する一方、企業誘致や宅地

造成による人口増加施策等により歳入の確保に努め、国・県補助金等の財源も積極的

に活用することで、「町民プール建設」「小山消防署建設」「まちづくり公社活用」

「ＡＬＴ増員」「観光施設改修」「ＤＸ推進」「須走地区診療所等整備」など、町の

未来への投資の歩みを止めることなく、『静岡県で一番元気な町』を目指してまいり

ます。 

 

＜小山町総合計画基本目標と町長政策提言＞ 

総合計画基本目標 政策提言９つの柱 

①安心・安全なまち ①子育て教育１００年の計 

②健康で笑顔あふれる町 ②行政ＤＸ・行財政改革 

③文化の薫るまち ③SDGs 未来都市 

④活力あふれるまち ④活気あふれる町・地域 

⑤富士山と共に生きるまち ⑤健康文化都市 

⑥便利で快適なまち ⑥観光立町 

⑦計画を推進するために ⑦三来拠点事業の総仕上げ 

 ⑧安心安全な防災先進都市 

 ⑨小山町の歴史の次世代への継承 
 

解禁日時：令和７年２月１８日 １０：３０ 
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令和７年度当初予算（案）の概要 

 

Ⅰ 予算の規模 

 

〇全体は、２０５億６千８９万２千円。前年度対比１億６０５万２千円の減（△０.

５％） 

〇一般会計は、１４８億８千万円。前年度対比１億２千万円の増（０.８％） 

〇特別会計（水道・下水含む）は、５６億８千８９万円。前年度対比４億４千６００

万円余の減（△３.８％） 

 
 （単位：千円、％） 

会計名 令和７年度 令和６年度 増減額 伸び率 

一般会計 14,880,000 14,760,000 120,000 0.8 

特別会計 

（国民健康保険

ほか 9 会計） 

4,423,127 4,869,626 △446,499 △3.8 

水道事業会計 

（収益的支出） 
374,169 364,309 9,858 2.7 

水道事業会計 

（資本的支出） 
503,341 321,468 181,873 56.6 

下水道事業会計 

（収益的支出） 
200,749 227,825 △27,076 △11.9 

下水道事業会計 

（資本的支出） 
179,506 123,722 55,784 45.1 

合計 20,560,892 20,666,950 △106,058 △0.5 

 

※参考：当初予算規模の推移（一般会計） 
（単位：千円） 

年度 
R7 

（歴代 2 位） 
R6 R5 R4 R3 

当初予算 14,880,000 14,760,000 12,480,000 12,550,000 11,460,000 

伸び率 0.8％ 18.3％ △0.6％ 9.5％ 4.8％ 

 

年度 R2 
H31 

（歴代 1 位） 
H30 H29 H28 

当初予算 10,940,000 15,230,000 12,480,000 10,600,000 9,580,000 

伸び率 △28.2％ 22.0％ 17.7％ 10.6％ 6.8％ 
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Ⅱ 予算の状況 

  

 小山町の特別会計を含めた令和７年度当初予算総額は、約２０５億６千万円となりました。

このうち、一般会計は１４８億８千万円となり、前年度当初予算１４７億６千万円と比べ、

１億２千万円、０．８パーセントの増であります。（予算書付属資料２頁参照） 

歳入の根幹である町税収入は、４６億１７９万１千円で、歳入全体の３０．９パーセント

を占めており、前年度に比べて２億６千６４８万２千円、６．１％の増となっています。 

  

（１）一般会計歳入の主な増減理由（予算書付属資料３頁・４頁参照） 

 

①１款 町税は、企業立地などによる固定資産税の増加を約１億１千９百万円見込むと伴に

住民税の定額減税が終了したことによる町民税の増加、その他税目での増減を勘案し、総

額で２億６千６４８万２千円の増額を見込みます。 

 

②国の地方財政計画などを参考に現在の日本経済や株式市場等の状況を鑑み、２款 地方譲

与税、４款 配当割交付金、５款 株式等譲渡所得割交付金、６款 法人事業税交付金、

７款 地方消費税交付金、９款 環境性能割交付金、１０款 国有提供施設等所在市町村

助成交付金は増額を見込み、３款 利子割交付金、１３款 交通安全対策特別交付金は前

年度と同額を見込みます。一方、ゴルフ場利用者の減少傾向を踏まえ、８款 ゴルフ場利

用税交付金、定額減税補填分が減少した１１款 地方特例交付金は減額を見込みます。 

 

③１２款 地方交付税については、普通交付税では、ＡＬＴ増員に伴う需要額の増加がある

ものの税収の増加により減額を見込み、一方、地域おこし協力隊等の増員に伴い特別交付

税は増加とし、全体で１千２百万円の増額を見込みます。 

 

④１４款 分担金及び負担金については、新たに新東名高速道路関連の町道整備に伴うＮＥ

ＸＣＯ中日本からの負担金を含む２千８８９万８千円の増額を見込みます。 

 

⑤１５款 使用料及び手数料については、町が主体となることに伴うデマンドバス運賃収入

等の増額があるものの、町民いこいの家あしがら温泉が令和６年１０月から指定管理者の

管理となったことに伴い、前年度と比べ５千６８１万７千円の減額を見込みます。 

 

⑤１６款 国庫支出金については、児童手当の拡充、自治体情報システム標準化への対応、

参議院議員選挙への対応等の増加により、前年度と比べて２億５千７４０万円の増額を見

込んでいます。 

 

⑥１７款 県支出金については、農業水産業費補助金など事業完了に伴う減額はあるものの

介護保険の重層的支援体制を整備したことに伴う民生費補助金、誓いの丘改修工事に伴う

商工労働費補助金等の増加により、前年度と比べて２千９７９万２千円の増額を見込んで

います。 

 

⑦１８款 財産収入については、町有林 J-クレジット販売収入を見込むものの、普通財産の

売払収入の減額により、前年度と比べて２千８２０万円の減額を見込みます。 

 

⑧１９款 寄附金については、ふるさと納税額を前年度と同額とし、その他事業への寄附金

を含め、前年度と比べて１千８３９万円の増額を見込みます。 
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⑧２０款 繰入金については、特別会計からの繰入金が微増となる一方、昨年度に比して財

政調整基金の取り崩し額を抑制し、前年度と比べて４億８千５６０万８千円の減額となっ

ています。 

 

⑨２３款 町債については、小山消防署建設工事が本格化することから、消防施設整備事業

債が大きく増加するものの、その他の町債を抑制することで、前年度と比べて８４０万円

の増額となっています。 

 

（２）一般会計歳出の主な増減理由（予算書付属資料６頁参照） 

 

①人件費については、令和７年３月に実施した常勤職員の給与改定並びに令和７年４月に予

定している会計年度任用職員の給与改定及びＡＬＴ増員に伴い、前年度に比べて１億７千

４６７万円の増額となっています。 

 

②物件費については、物価や業務費用の高騰、自治体情報システム標準化への対応に関する

費用の増額がありますが、小中学校デジタル学習環境整備の備品購入費等が昨年度完了し

たことなどにより、前年度に比べて６千６９４万２千円の減額となっています。 

 

③維持補修費については、小中学校の修繕、道路メンテナンス事業などを見込み、前年度に

比べて７千６１０万円の減額となっています。 

 

④補助費等については、小山消防署の建設に伴う広域行政組合への負担金の増などにより、

前年度に比べて２億７千２７２万５千円の増額となっています。 

 

⑤普通建設事業費については、町民プール整備事業、須走地区診療所等整備事業、道の駅ふ

じおやま改修工事、誓いの丘改修工事、消防施設整備事業などを見込み、前年度に比べて

１億３千４０７万４千円の減額となっています。 

 （普通建設事業内容は予算書付属資料２６～２９頁参照） 

 

⑥公債費については、総合文化会館等の公共施設長寿命化事業に伴う元金の償還開始など

により、前年度に比べて５千８８４万２千円の増額となっています。 

 

⑦その他については、基金への積立金の減少により、前年度に比べて１億３千５９６万６

千円の減額となっています。 

  

（３）特別会計、事業会計の状況・・・予算書付属資料８～１６頁をご参照ください。 
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予算額
（千円）

6件

温水プールの設置 2-7-1(7) 温水プール整備費 100,613

町立学習塾の開設 2-7-1(5) 公営塾事業費 17,527

出産祝い金の見直し 4-1-4(2) 出産祝給付金 13,400

2-8-1(3) 国際交流員受入事業 5,298

3-3-3(2) 友好交流都市からALT派遣事業 33,150

9-2-2(2) 友好交流都市からALT派遣事業 41,580

海外研修、短期留学の支援 9-3-2(2) 友好交流都市へ英語語学研修事業 2,000

中学校の部活の見直し 9-4-1(2) 部活動地域移行業務 3,203

3件

デジタル行政の推進 2-1-7(2)
標準化システム導入、電子決済システ
ム導入

390,953

DX技術の実証実験 2-1-7(3)
デジタルフロントヤード事業（書かな
い窓口）、施設予約システム導入

26,774

ふるさと納税 2-8-1(4) まちづくり公社活用 500,000

4件

SDGsの推進 4-2-1(2) 生物多様性各種調査 1,100

ロードマップの策定 4-2-1(2) 地球温暖化対策実施計画策定 2,926

バイオマスの活用 5-2-1(2) バイオマス産業都市構想策定業務 6,050

森林整備の活用 5-2-1(3) 町有林J-クレジット創出事業 1,100

8件

7-4-2(5) 土地区画整理事業 16,042

7-5-1(2) 菅沼地域優良賃貸住宅整備事業 -

線引き・都市計画道路の見直し 7-4-2(4) 都市計画再検証事業 12,123

おやまで暮らそう課の復活 宅造特会 宅地造成（用沢（大畑ケ）ほか） 185,516

圃場整備の推進 5-1-3(3) 圃場整備（小山地区ほか）等 134,892

儲かる農業の育成・推進 5-1-2(2) 地域おこし協力隊員増 8,568

6次産業化の促進 5-1-2(2) 経営発展支援事業補助金 3,750

北郷の森の整備 5-2-1(3) 北郷の森整備計画策定業務 1,100

移住定住者の促進 2-7-3(2)
移住・就業支援、遠距離通学サポー
ト、奨学金返還サポートほか

26,034

3件

高齢者の移動手段の充実 2-7-1(3) 巡回バス事業、デマンドバス事業等 131,466

クアオルト・ウォーキングの推進 4-1-3(2) クアオルト健康ウォーキング事業 2,600

健康マイレージ参加者増加 4-1-3(4) 健康インセンティブ事業（KINKA等） 14,590

SDGs未来都市への挑戦

活気あふれる町・地域への挑戦

健康文化都市への挑戦

明倫地区の活性化

Ⅲ　町長政策提言対応事業（新規または拡充するもの）

町長政策提言チャレンジ項目 新規／拡充する事業

子育て教育100年の計への挑戦

行政DX・行財政改革への挑戦

英語教育の強化
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予算額
（千円）

町長政策提言チャレンジ項目 新規／拡充する事業

5件

6-2-1(3) 富士山山小屋安心・安全事業 20,000

6-2-1(4) 富士山須走口五合目救護所運営事業 10,000

小富士遊歩道の整備 6-2-1(3) 小富士遊歩道整備事業 15,774

合宿の誘致 6-2-1(4) 合宿誘致促進事業 12,000

誓いの丘の再整備 7-4-3(4) 誓いの丘公園再整備工事 70,000

SNSを活用した町の魅力発信 2-8-1(2) 町ホームページリニューアル 10,000

2件

湯船原地区 7-4-3(2) 上野工業団地1号公園実施設計 8,000

小山PA地区 7-2-4(2) 小山SIC整備工事 93,600

1件

山地災害の防止強化 5-2-3(2) 町単独治山工事（足柄峠） 8,000

1件

足柄城址の周辺整備 9-4-2(3) 足柄城址・竹之下古戦場調査 5,000

富士山須走口の誘客促進

安心安全な防災先進都市への挑戦

小山町の歴史の次世代への継承に挑戦

三来拠点事業の総仕上げに挑戦

観光立町への挑戦
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予算額
（千円）

内　容

8-1-4(2) 危機対策事業 37,063
防災資機材、備蓄食料、EV車電源変換器購入、洪水ハ
ザードマップ作成業務委託

5-2-3(2) 治山事業 14,992
町単独治山事業、小山町山地強靭化総合対策協議会助
成金

7-2-6(2) 急傾斜地崩壊防止事業 59,502 測量設計、菅沼急傾斜地崩壊防止工事

7-3-1(2) 普通河川維持管理事業 162,129
鮎沢川親水護岸事業費負担金、河川維持工事、河川改
修工事

8-1-5(4)
同報系無線デジタル化整
備事業

60,150 同報系無線設備デジタル化

8-1-2(2) 消防団運営事業 37,509 消防団員報酬、安全装備品

8-1-3(3) 消防施設整備事業 1,585,375
小山消防署庁舎等建設工事、広域行政組合小山消防署
建設費負担金

2-1-6(3) 防犯推進事業 7,317 防犯カメラ設置助成金、LED防犯灯維持交付金

2-9-1(2) 交通安全推進事業 5,137
交通安全指導員設置費負担金、運転経歴証明書交付手
数料助成金

4-1-4(3) こども医療費助成事業 96,727 こども医療費助成

3-3-3(2) こども園管理運営事業 323,988
ALT(友好交流都市）報酬等、保育教諭等報酬、保育扶
助、各こども園の維持管理経費

3-3-4(3) 放課後児童クラブ事業 51,641 放課後児童クラブ運営補助

4-1-4(2) 母子保健事業 54,884
産科運営費補助金、妊婦・産婦健診、産後ケア事業、
不妊不育治療費助成、出産祝給付金

3-2-1(2) 高齢者福祉推進事業 148,589
高齢者福祉計画等策定、介護サービス提供体制整備促
進事業補助金、2市1町共通利用券負担金

3-1-2(6) 地域生活支援事業 39,013
地域活動支援センター事業、障害者相談支援事業、重
度身体障害者（児）日常生活用具扶助

4-1-1(3) 救急医療対策事業 137,393
御殿場市救急医療センター負担金、公的病院等運営費
補助金

4-1-3(2) 健康増進事業 11,578
自殺対策（ココロの健康相談等）、クアオルト健康
ウォーキング事業助成金、保健委員活動業務

4-1-3(3) 生活習慣病予防事業 56,815
各種がん検診、肝炎ウイルス検診、電話健康相談業
務、受診の目安ナビ

4-1-3(4) 健康インセンティブ事業 19,393 健康インセンティブ事業（KINKA等）

4-1-1(6)
須走地区町有診療所等整
備事業

130,100 須走地区町有診療所等工事等

１
　
安
全
・
安
心
な
ま
ち

２
　
健
康
で
笑
顔
あ
ふ
れ
る
ま
ち

Ⅳ　総合計画体系別の主な事業内容　※予算額（太字は昨年度より増額）、内容（下線は新規）

総合計画基本目標・指標
対応する事業名

1－1自然災害への対策

1－2危機管理体制の強化

1－3消防・救護対策の推進

1－4交通事故犯罪のないまちづくり

2－1子ども子育て支援の充実

2－2地域共生社会の実現

2－3健康寿命の延伸と包括支援の充実

7



予算額
（千円）

内　容
総合計画基本目標・指標

対応する事業名

9-2-1(2) 小学校管理運営事業 178,548
低学年・特別支援員、町単講師、事務員等報酬、光熱
水費等

9-2-1(4) 小学校給食事業 140,856 給食員報酬等、給食用備品、賄材料費

9-2-1(5) 小学校施設整備事業 43,387 小学校施設各種修繕、足柄小体育館照明改修工事等

9-2-2(2) 小学校教育振興費 46,085
ALT(友好交流都市）報酬等、放課後子ども教室指導員
謝礼

9-3-1(2) 中学校管理運営事業 117,767 特別支援員、町単講師、事務員等報酬、光熱水費等

9-3-1(4) 中学校給食事業 51,463 給食員報酬等、給食用備品、賄材料費

9-3-1(5) 中学校施設整備事業 20,823 中学校施設各種修繕、須走中体育館照明改修工事等

9-3-2(2) 中学校教育振興費 22,266
外国人英語指導員派遣（ALT）、英語語学研修業務委
託、夢チャレンジ支援事業

9-4-4(2) 文化会館等管理運営事業 204,873 指定管理料、総合文化会館長寿命化改修工事

9-4-2(2) 文化芸術振興事業 3,690 文化芸術振興事業(姉妹市町等と文化交流）

9-4-2(3) 文化財事業 12,640
文化財保護審議会委員報酬、文化財調査(阿多野用
水、足柄城址等）

9-5-1(2) 保健体育総務事業 25,842
スポーツ振興事業、スポーツ協会助成、町民プール管
理運営経費

9-5-2(2) 体育施設事業 10,164 維持管理修繕(パークゴルフ場スタート台等）

2-7-1(7) 町民プール整備費 100,613 町民プール設計業務

2-8-1(3)
国際交流・姉妹都市交流
事業

7,655
小山町国際友好協会助成金、国際交流事業交付金(海
寧市学生交流）、国際交流員受入事業

３
　
文
化
の
薫
る
ま
ち

3－2生涯学習の推進

3－3文化芸術活動の振興

3－4スポーツ・レクリエーション活動の
振興

3－5地域間交流・国際交流の推進

3－1学校教育の充実
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予算額
（千円）

内　容
総合計画基本目標・指標

対応する事業名

6-1-2(2) 未来拠点事業 309,654
小山町地域産業立地事業費補助金、各地区地権者協議
会負担金、水文調査

6-2-1(2) 観光振興事業 75,218
地域おこし協力隊報酬等、観光振興計画等改定、小山
町観光協会助成金、おまつり助成金

6-2-1(3) 富士山観光事業 73,419
須走口下山道修繕、小富士遊歩道整備工事、山小屋安
心・安全対策事業補助金

6-2-1(5)
スポーツツーリズム推進
事業

34,462
東京2020大会レガシー関連事業、スポーツ合宿誘致促
進事業助成金、自転車活用計画改定

6-2-1(6)
富士箱根トレイル等推進
事業

13,045
デジタルマップ普及事業、ハイキングコース維持管
理、ハウス型簡易トイレ設置(明神峠）

6-2-2(4)
道の駅地域振興センター
管理事業

82,148 道の駅ふじおやま改修工事

5-1-2(2) 農業振興事業 37,074
地域おこし協力隊報酬等、中山間地域等直接支払交付
金、経営開始資金補助金、経営発展支援事業

5-1-2(3) 有害鳥獣対策事業 7,529 小山町鳥獣被害対策協議会補助金

5-1-2(6) 農村公園管理事業 16,104 足柄ふれあい公園及び農園指定管理料

5-1-3(3) 農業農村整備事業 134,892
東富士演習場周辺用水障害対策事業、県営基盤整備事
業(ほ場整備)負担金、農業施設修繕

5-2-1(3) 森林整備事業 31,597
町有林整備事業、森林経営管理事業、Ｊクレジット創
出事業、森林公園整備計画策定

5-2-2(2) 林道整備事業 66,044 県単独林道事業、山村道路網整備事業負担金

2-7-1(6) ふるさと振興事業 511,000 ふるさと納税関係経費等(まちづくり公社）

6-1-1(2) 商工業振興事業 37,329
小山町商工会助成金、地域活性化対策助成金、商店街
活性化事業、賑わい商業創出事業助成金

6-3-1(3) 雇用対策事業 4,724 駿東地域職業能力開発協会負担金、合同就職フェア

6-1-1(3) 中小企業振興費 1,436
小口資金利子補給交付金、中小企業経済変動対策貸付
金利子補給交付金

2-7-3(2) 定住促進事業 26,034
ライフデザイン支援事業、ライフサポート補助金、結
婚新生活補助金、民間賃貸住宅リフォーム助成金

４
　
活
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち

4－6移住定住の推進

4－1三来拠点事業の推進

4－2観光交流の振興

4－3農業の振興と継承

4－4林業の活性化

4－5商工業の振興
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予算額
（千円）

内　容
総合計画基本目標・指標

対応する事業名

4-2-1(2) 環境保全事業 6,168
地球温暖化対策環境学習事業、生物多様性調査、地球
温暖化対策実行計画策定

4-2-1(5)
ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ機器設置推進
事業

2,000
太陽光発電システム等省エネルギー機器設置事業補助
金

4-2-1(4) ごみ減量・ﾘｻｲｸﾙ推進事業 3,125 廃棄物減量等推進員謝礼、資源リサイクル活動奨励金

2-7-1(3) 地域公共交通活性化事業 132,248
自主運行バス負担金、デマンドバス等運行業務、巡回
バス運行業務、ライドシェア実証実験

4-2-1(6) 浄化槽設置推進事業 16,453 浄化槽設置事業補助金

7-2-2(3) 公共施設地区対応事業 81,732 道路維持補修、安全施設整備

7-2-3(2) 町道整備事業 314,538 町道原向中日向線舗装補修工事　外

7-2-4(2) 新東名関連町道整備事業 252,759 町道3628号線整備事業、(仮称)小山SIC整備工事

7-2-4(3) 道路構造物長寿命化事業 336,250
道路構造物点検、橋梁・舗装・法面擁壁補修工事、測
量設計

7-2-4(4) 無電柱化整備事業 63,000 須走地区無電柱化事業

7-4-2(4) 都市計画再検証事業 12,123 都市計画決定変更業務

7-4-2(5) 土地区画整理事業 16,042 菅沼地区土地区画整理事業調査

7-5-1(2) 町営住宅維持管理事業 75,283 町営住宅管理代行委託、南藤曲団地B棟改修

7-5-1(3)
地域優良賃貸住宅整備事
業

23,616 地域優良賃貸住宅施設維持管理・運営、施設整備

7-4-3(2) 公園管理事業 22,675
都市公園等維持管理、上野工業団地1号公園整備実施
設計策定

7-4-3(5) 豊門公園管理事業 7,901 豊門公園の維持管理

６
　
便
利
で
快
適
な
ま
ち

５
 
富
士
山
と
共
に
生
き
る
ま
ち

6－3道路網の整備

6-4土地利用の推進

6-5景観形成と住環境整備

6-6公園・緑地整備の推進

5－1環境の保全

5－2地球温暖化対策の推進

5－3資源循環型社会の構築

6－1公共交通の維持・活性化

6－2適切な下水処理
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予算額
（千円）

内　容
総合計画基本目標・指標

対応する事業名

2-1-6(2) 自治振興事業 27,715 区運営交付金、区長報償金、区長会交付金

2-1-6(4) 協働推進事業 2,361
地域まちづくり推進協議会補助金、地域まちづくり事
業補助金、スタートアップ事業支援補助金

2-8-1(2) 広報広聴事業 29,297 広報おやま、町ホームページリニューアル

2-1-7(2) 情報システム管理事業 390,953
自治体標準化システム対応業務、情報システム維持管
理、ガバメントクラウド利用料

2-1-7(3) ＤＸ推進事業 26,774
電子申請フォーム作成ツール、RPA運用、施設予約シ
ステム、デジタルフロントヤード事業

2-3-1(3)
個人番号カード関連事務
事業

9,387 会計年度任用職員報酬、統合端末使用料

７
 
計
画
を
推
進
す
る
た
め
に

7－3効率的な行政運営の推進

7－2 参加と協働によるまちづくり
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一　般　会　計　当　初　予　算　額　の　推　移

町　税　収　入　の　推　移
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令和７年度当初

令和６年度当初

一　般　会　計　　歳　入　予　算　構　成　比

町税

30.9%

財産収入

2.6%

諸収入

6.0%

繰入金

12.3%

寄附金、分担金及び

負担金、使用料及び

手数料、繰越金

9.0%

町債

11.6%

国庫支出金

11.5%

県支出金

5.4%

地方交付税

3.7%

ゴルフ場利用税交

付金

1.3%

地方消費税交付金

3.5%
その他（地方譲与税等）

2.2%

町税

29.4%

財産収入

2.8%

諸収入

5.0%

繰入金

15.7%

寄附金、分担金及び

負担金、使用料及び

手数料、繰越金

9.1%

町債

11.7%

国庫支出金

9.9%

県支出金

5.3%

地方交付税

3.6%

ゴルフ場利用税交

付金

1.4%

地方消費税交付金

3.4%
その他（地方譲与税等）

2.9%

１４，７６０

百万円

１４，８８０

百万円

13



令和７年度当初

令和６年度当初

一　般　会　計　　歳　出　予　算　構　成　比　（目　的　別）

議会費

0.7% 総務費

20.5%

民生費

19.9%

衛生費

7.6%

農林水産業費

3.0%

商工労働費

6.4%

土木費

13.2%

消防費

14.5%

教育費

7.6%

災害復旧費

0.1%

公債費

6.4%

予備費

0.1%

議会費

0.7%

総務費

19.1%

民生費

18.4%

衛生費

6.9%
農林水産業費

3.9%

商工労働費

6.2%

土木費

15.2%

消防費

11.8%

教育費

11.6%

災害復旧費

0.1%

公債費

6.0%

予備費

0.1%

１４，８８０

百万円

１４，７６０

百万円
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令和７年度当初

令和６年度当初

一　般　会　計　　歳　出　予　算　構　成　比　（　性　質　別　）

人件費

17.3%

物件費

17.1%

維持補修費

4.0%

扶助費

7.8%

補助費等

18.8%

普通建設事業費

19.4%

災害復旧費

0.1%

公債費

6.0%

繰出金

4.9%

その他

4.6%

人件費

18.3%

物件費

16.5%

維持補修費

3.5%

扶助費

8.2%

補助費等

20.5%

普通建設事業費

18.3%

災害復旧費

0.1%

公債費

6.3%

繰出金

4.6%

その他

3.7%

１４，８８０

百万円

１４，７６０

百万円

15


